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【地⽅】

近年⽇本では⼈⼝減少に伴う空き家の増加問題が深刻
全国の空き家率は13.8%と過去最⾼値を記録(2023)1)

１．はじめに

⾃治体は, 「空家等対策の推進に関する特別措置法」(2015)に基づき,危険性の
⾼い空き家を「特定空家等」と定め,空き家の除却,修繕を命令

1）総務所統計局(2024.9）「令和５年住宅・⼟地統計調査住宅数概数集計(速報集計)結果」pp3

3）⻑⽥洋平,樋⼝秀,中出⽂平,松川寿也(2016)「地⽅都市における危険空き家の解体除去に関する研究-北陸３県内⾃治体を対象とした事例分析-」
都市計画論⽂集51巻 3号 pp.343-349

4）髙⽥晃希,野澤千絵(2018)「基礎⾃治体による空き家実態調査と所有者不明空き家に対する全国的な取り組み実態と課題」⽇本建築学会
計画系論⽂集83巻751号pp.1747-1755

空き家対策に関する既往研究4)5)

今後の空き家対策の改善のためには,⾃治体の⼈的資源や財政,⼈⼝規模などの
地域特性を考慮する必要性が述べられている

5）⽴神靖久,横⼭俊祐,徳尾野徹(2020)「全国⾃治体における空き家対策の評価と質的対応の可能性」⽇本建築学会計画系論⽂集85巻768号
pp.393-403

財政難の問題により除却,修繕が進まない実態2)

地域特性に応じた効果的な対策を明らかにする必要があるといえる

【全国】

空き家を利活⽤する対策もみられるが,地⽅では⼈材不⾜により利活⽤⽅策の
⾒通しが⽴ちにくく,管理不全の状態が続く問題も⽣じ3)

空き家問題の抜本的な解決にはなっていない

2）国⼟交通省(2017.1）「空き家等をめぐる現状についいて」pp24
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⽬的
①空き家率と関係が認められる都市構造や⾃治体の財政などの

地域特性を利⽤して,⽇本全国の⾃治体を分類
②分類ごとに空き家率の低減が認められる⾃治体の取り組み傾向
を明らかにする



１．はじめに
1-2 研究の⽅法

注1）空き家率の増減率は住宅・⼟地統計調査を基に算出した

③分類ごとに空き家率低減⾃治体の
空き家対策の傾向を明らかにする

①全国の空き家率の増減率注1)により
空き家率の傾向を明らかにする

②地域特性を⽤いて⾃治体を分類

1-3 地域特性を説明する変数の概要
地域特性を表す計52変数を網羅的に選定
・⼈⼝構成・変化
・地理的特徴
・経済
・産業構造(⼈⼝⼀⼈当たり事業所数)
・⽣活環境

表１調査データ⼀覧

図１空き家の定義



２．全国における空き家率の増減傾向

表２地⽅ごとの空き家率の増減傾向
図２過去20年間の全国における空き家率の増減(2003-2023)



２．全国における空き家率の増減傾向
低減 190市町村

表２地⽅ごとの空き家率の増減傾向
図２過去20年間の全国における空き家率の増減(2003-2023)

・全国の過半が三⼤都市圏に分布
（190市町村のうち103市町村）

空き家率増⾼

空き家率低減

地⽅では8割を超える市町村で
空き家率が増⾼

増⾼ 774市町村

地⽅での空き家の増加は⼀層深刻

全国的に空き家率は増加傾向

・熊本県菊陽町の半導体⼯場誘致
地⽅での空き家率低減も確認

TSMC
半導体⼯場

・政令指定都市やその周辺にも分布

全国的に空き家率が増加傾向にある
三⼤都市圏と地⽅の⼀部の市町村では
空き家率が低減していることも



３．都市の属性データを⽤いた都市分類

2023年の空き家率と,地域特性を⽰す51の変数の最新値との単相関分析を⾏った
３-１ 空き家率と地域特性の関係性
有意確率0.01未満であり,相関係数が0.4以上の変数は23変数

表１調査データ⼀覧
表３単相関分析の結果
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2023年の空き家率と,地域特性を⽰す51の変数の最新値との単相関分析を⾏った
３-１ 空き家率と地域特性の関係性
有意確率0.01未満であり,相関係数が0.4以上の変数は23変数 表３単相関分析の結果

最も⾼い正の相関：「死亡率」
最も⾼い負の相関：「35〜44歳⼈⼝率」

市町村の空き家率は「⼈⼝構成・変化」に
⾼い関係性がある

正の相関が認められた
「卸売業,⼩売業」,「宿泊業,飲⾷サービス業」の⼈⼝
⼀⼈当たり事業所数,「公共交通空⽩地⾯積率」などが
⾼い地域

空き家率が⾼い傾向

負の相関が認められた
「DID⼈⼝⽐率」,「都市計画区域⾯積率」,「財政⼒
指数」などが⾼い地域

空き家率が低い傾向



表４主成分分析の結果

３．都市の属性データを⽤いた都市分類

有意確率0.01未満かつ相関係数の絶対値が0.4以上の
23変数を⽤い,固有値1.0以上の4つの共通因⼦を抽出

３-２ 地域特性における共通因⼦の抽出

【第1主成分】

【第2主成分】 主成分得点

【第3主成分】 主成分得点

低い：交通利便性が低く,⾼齢化が進んだ市町村
「都市基盤施設・財政の健全性」と解釈

⾼い：財政が⽐較的良好,開発が進められた市町村

「若年⼈⼝の漸増性」と解釈

「観光等を中⼼とする第3次産業の集積性」と解釈

低い：⾼齢化による⼈⼝減少が進んでいる市町村

⾼い：若年層の⼈⼝割合が⾼く,
⼈⼝の増加がみられる市町村

⾼い：⼈⼝数に対して宿泊業,飲⾷サービス業,
⼩売業,娯楽業の事業所が多い市町村

【第4主成分】 主成分得点

「⽣活利便施設の充実性」と解釈

⾼い：⼈⼝数に対して郵便局,医療などの
事業所が多い市町村

主成分得点



表５クラスター分析の結果

３．都市の属性データを⽤いた都市分類

他のクラスターに⽐べ「第3主成分」
が最も⾼い

３-３ 地域特性に応じた市町村分類

【クラスター1】

「観光等の第3次産業が盛んな市町村」

【クラスター2】
「⼈⼝構成・⽣活安定市町村」

【クラスター3】
「基盤整備された市町村」

【クラスター4】
「開発可能市町村」

【クラスター5】
「⾼齢化進⾏市町村」

図４サンプルスコアプロット図
(第1主成分✕第2主成分✕第4主成分)

クラスター分析の結果,1710市町村を
5つのクラスターに分類

図３サンプルスコアプロット図
(第2主成分✕第3主成分✕第4主成分

)



表６空き家率の低減が認められた市町村の空き家対策

４．空き家率低減⾃治体の取組み傾向

「空き家化抑制」「流動化」「解体」
「維持管理」「利活⽤促進」

クラスターごとに空き家率が最も低減
している三⼤都市圏と地⽅の7市町村
を対象に空き家対策を調査



表６-1 空き家対策「空き家化抑制」「流動化」

４．空き家率低減⾃治体の取組み傾向
「空き家化抑制」：条例や計画の策定
「流動化」：空き家バンクの設置

表６-2 空き家対策「維持管理」「利活⽤促進」

クラスター3：基盤整備された市町村
・空き家を地域向けの交流スペースへに
展開する場合,改修⼯事費を補助

全国的な動向と同じく画⼀的な傾向

クラスター4：開発可能市町村
・空き家と農地を合わせて取得する場合,
農地の下限⾯積を緩和

クラスター5：⾼齢化進⾏市町村
・移住者の空き家改修⼯事費を補助

クラスターごとに異なる対策

三⼤都市圏：空き家の維持管理
⼈⼝増加による住宅ストックの確保

地⽅：空き家の利活⽤促進
⼈材不⾜のため,所有者や地域住⺠が
⾃ら空き家を利活⽤する



５．まとめ

●研究の結果

●今後の課題

①全国における直近20年の2003と2023年の空き家率の増減率を算出

②空き家率と相関が認められる地域特性を利⽤して全国の⾃治体を分類

・空き家対策が地域特性に符合する効果的な対策であるかの判断まで
⾄っていないため,分類内の空き家率低減,増⾼市町村の空き家対策を
⽐較するなど,空き家対策の有効性を明らかにする

全国的に空き家率が増加傾向にあるる⼀⽅,⼀部の市町村では
空き家率が低減していることが明らかになった

地域特性の4つの共通因⼦が抽出され,全国の市町村を5タイプに分類
③分類ごとに最も空き家率が低減していた⾃治体の空き家対策を調査

三⼤都市圏：空き家の維持管理に関する対策
地⽅：空き家の利活⽤促進に関する対策
空き家対策はクラスターごとにその内容が異なっていることも確認

・半導体⼯場の誘致による空き家率の低減など,数値データでは確認が
難しい地域的要素を考慮する必要がある


